
平成30年度保険者機能強化推進交付金（都道府県分）
に係る評価指標



指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事項・提出資

料（予定）

① 地域包括ケア「見える化」システムその他の各種データを活
用し、当該都道府県及び管内の市町村の地域分析を実施し、
当該地域の実情、地域課題を把握しているか。また、その内
容を保険者と共有しているか。
※単に見える化システムのデータを共有しているだけでは課
題把握とはいわない
・ 地域包括ケア「見える化」システムその他の各種データを
活用し、地域分析を実施している （単に地域包括ケア「見
える化」システムのデータ等を閲覧するのではなく、分析が
必要）
・ 有識者を交えた検討会を開催し、地域分析を実施してい
る

・ 地域分析を元に、各市町村における課題を把握している
・ 現状分析や地域課題を保険者と共有している

・ 管内の市町村の
支援に関し、まずは、
その前提として地域
分析、地域の実情把
握、地域課題を把握
する取組を行ってい
ることを評価するも
の。

各15点 ・ 平成30年度の事業実施
に当たっての地域分析、
地域課題の把握等である
ことが必要であるため、平
成29年度に実施したもの
が対象。（平成30年度に
実施したものであっても構
わない）

・一人当たり給付費（費用
額）（年齢等調整済み）、要
介護認定率（年齢等調整済
み）、在宅サービスと施設
サービスのバランスその他
のデータ等に基づき、全国
平均その他の数値との比
較や経年変化の分析を行
いつつ、当該地域の特徴の
把握と要因分析を行ってい
るものが対象。

・①分析に活用したデータ、②分
析方法（全国その他の地域（具
体名）との比較や経年変化（具
体的年数）の分析等）、③当該
地域の特徴、④その要因を記載。
（例示で可）
・上記について、既存の資料（第
７期介護保険事業支援計画や
その検討のための審議会資料
等）がある場合には当該資料の
該当部分の資料で可
・保険者との共有については、ど
のように共有しているかを概要
を記載

② 保険者が行っている自立支援・重度化防止等に係る取組の
実施状況を把握し、管内の保険者における課題を把握してい
るか。また、その内容を保険者と共有しているか。

・ 各保険者へ出向いて意見交換を行う、各保険者の取組状
況を把握している

・ 保険者間の情報交換の場の設定により各保険者の取組
状況を把握している

・ その他各保険者へのアンケート等により各保険者の取組
状況を把握している

・ 保険者向け評価指標の結果を用いて、各保険者の取組
状況を分析している
・ 把握した各保険者の取組状況を保険者と共有している

・ 上記と同様に、管
内の市町村の支援
に関し、まずは、そ
の前提として管内市
町村で実施している
自立支援・重度化防
止等に係る取組の
実施状況を把握する
取組を行っているこ
とを評価するもの。

各15点 ・ 平成30年度の事業実施
に当たっての地域課題の
把握等であることが必要
であるため、平成29年度
に実施したものが対象。
（平成30年度に実施したも
のであっても構わない）

・「保険者向け評価指標の
結果を用いて、各保険者の
取組状況を分析している」
については平成30年度は
対象外

・課題の把握方法及びその内容
の概要を記載

・保険者との共有については、ど
のように共有しているかを概要
を記載

③ 保険者が行っている自立支援・重度化防止等に係る取組に
関し、都道府県の支援に係る保険者のニーズを把握している
か。

・ 管内の市町村の
支援に関し、市町村
のニーズを把握する
ための取組を行って
いることを評価する
もの。

15点 ・平成30年度の事業実施
に当たってのニーズ把握
であることが必要であるた
め、平成29年度に実施し
たものが対象。（平成30年
度に実施したものであって
も構わない）

・ ここでは、都道府県として
市町村からの要望を把握し
ている場合のみならず、地
域分析等を元に、管内の市
町村のニーズを把握してい
る場合も含む。

・ニーズの把握方法及び内容の
概要を記載

④ 現状分析、地域課題、保険者のニーズを踏まえて自立支援・
重度化防止等に係る保険者への支援事業を企画立案してい
るか。

・ 上記の①～③を
踏まえた市町村支
援に関する事業で
あることを評価する
もの。

15点 ・平成30年度の事業実施
に当たっての企画立案で
あることが対象

・ どのような現状分析、地域課
題、保険者のニーズを踏まえ
て支援事業を企画立案したか
の概要を記載

⑤ 当該都道府県が実施した保険者支援に関する取組に係る
市町村における効果について、把握し評価を行ったうえで、
保険者と共有しているか。

・ 事業のＰＤＣＡサ
イクルによる評価
により、より効果
的な事業へと改
善していく取組を
評価するもの。

15点 ・平成29年度に実施した
事業についての評価を
行っていることが対象

・ 都道府県が過去に行っ
た事業について、市町村
においてどのような効果
があったかを把握してい
ることが対象

・ 効果の概要や保険者との共
有方法等について概要を記
載

Ⅰ 管内の市町村の介護保険事業に係るデータ分析等を踏まえた地域課題の把握と支援計画
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指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点 報告様式への記載事項・提出資料（予定）

⑥ 管内の市町村の介護保険事
業に関する現状や将来推計に
基づき、2025年度に向けて、自
立支援・重度化防止等に資する
市町村の支援のための施策の
について、目標及び目標を実現
するための重点施策を決定して
いるか。

・ 2025年に向けた長期的な重
点施策に基づき、事業を実施
することを評価するもの。

15点 ・平成30年度の評価時点
（６月目途）における状況
が対象

・ 介護保険事業支援計画
に記載されていることを
必ずしも求めるわけでは
ありませんが、何らかの
方法により公表されてい
ることが必要

・内容の概要及び公表方法を記載
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指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事
項・提出資料（予定）

① 保険者による地域包括ケア「見える化」システムによる地域
分析、介護保険事業の策定に係り、市町村への研修事業や
アドバイザー派遣事業等を行っているか。
・ 市町村への研修事業を実施している
・ 市町村へのアドバイザー派遣事業を実施している

・ その他必要な事業を実施している（モデル事業や市町村
の取組への財政支援等）

・ 厚労省で行っている地域包括ケア「見
える化」システムの活用方法の研修や、
「地域包括ケア「見える化」システム等
を活用した地域分析の手引き」を活用
しつつ、保険者への研修等の事業を行
うもの。

各10点 ・平成30年度に実
施予定の事業が
対象

・実施する事業内容・計
画を記載

Ⅱ 自立支援・重度化防止等、保険給付の適正化事業等に係る保険者支援の事業内容

(1)保険者による地域分析、介護保険事業計画の策定

(2)地域ケア会議・介護予防

評価指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事
項・提出資料（予定）

① 地域ケア会議に関し、自立支援、重度化防止等に資するものとなるよう市町村への研修
事業やアドバイザー派遣事業等を行っているか。
・ 市町村、地域包括支援センターの管理職・管理者に対して研修会等を実施している
・ 都道府県医師会等関係団体と協力して、郡市区医師会等関係団体の管理職・管理
者に対して研修会等を実施している
・ 介護関係者等の管理職・管理者に対して研修会等を実施している
・ 市町村・地域包括支援センターの担当者に対して研修会等を実施している
・ 都道府県医師会等関係団体と協力して、郡市区医師会等関係団体の担当者に対し
て研修会等を実施している
・ 介護関係者等の担当者に対して研修会等を実施している
・ 市町村へのアドバイザ－派遣事業を実施している
・ その他必要な事業を実施している（モデル事業や市町村の取組への財政支援等）

・ 地域ケア会議につ
いて、多職種等が連
携して、利用者の自
立支援、重度化防止
等に資する検討が行
われるよう、保険者へ
の研修やアドバイ
ザー派遣、その他の
事業を行うもの。

各10点 ・平成30年度に
実施予定の
事業が対象

・管理職・管理者と
は、市町村や地域
包括支援センター、
郡市区医師会等
関係団体、介護関
係者等のトップ層
を想定
・担当者とは、地域
ケア会議に出席す
る者を想定

・実施する事業内容・
計画を記載

② 一般介護予防事業における通いの場の立ち上げ等、介護予防を効果的に実施するた
めの市町村への研修事業やアドバイザー派遣事業等を行っているか。
・ 介護予防に従事する市町村職員や関係者に対し、介護予防を効果的に実施するた
めの技術的支援に係る研修会等を実施している

・ 介護予防を効果的に実施するための実地支援等を行うアドバイザーを養成し、派遣
している
・ その他介護予防を効果的に実施するための必要な事業を実施している（モデル事業
や市町村の取組への財政支援等）

・ 介護予防について、
通いの場や介護予防
を効果的に実施する
ための保険者支援に
関する事業を行うもの。

・平成30年度に
実施予定の
事業が対象

・実施する事業内容・
計画を記載



指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事項・提

出資料（予定）

① 生活支援体制の整備に関し、市町村の進捗状況を把握し、
広域的調整に関する支援を行うために必要な事業を行って
いるか。
・ 研修等の実施により生活支援コーディネータ－を養成し
ている

・ 市町村、ＮＰＯ、ボランティア、民間事業者等を対象とし
た普及啓発活動を実施している

・ 生活支援・介護予防サービスを担う者のネットワーク化
のための事業を実施している
・ 好事例の発信を行っている
・ 市町村による情報交換の場を設定している

・ 生活相談支援体制の整備に関する市町村からの相談
窓口の設置等、相談・助言を行っている

・ その他必要な事業を実施している（モデル事業や市町村
の取組への財政支援等）

・ 市町村が
行う生活支
援体制整備
に関し、そ
れぞれの地
域の抱える
課題に応じ
て、都道府
県としてこ
れを支援す
るための事
業を行うも
の。

各10点 ・平成30年
度に実施
予定の事
業が対象

・ 市町村は、生活支援体制整備事業を通じ
て、多様な日常生活上の支援体制の充
実・強化と高齢者の社会参加の推進を一
体的に取り組んでいる。
市町村がそれぞれ適切に取組を進める
ためには、都道府県が、広域的支援の観
点から人材確保や普及啓発等を行うこと
が重要であり、これらの事業を行っていれ
ば、それを評価対象とする。
・ 相談窓口は、市町村からの相談に応じら
れるものであればよいが、明確に、相談を
受け付けるための連絡先として市町村に
周知されていることが必要

・実施する事業内容・計画を
記載

(3) 生活支援体制整備等

(4) 自立支援・重度化防止等に向けたリハビリテーション専門職等の活用

評価指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事項・提出

資料（予定）

① 自立支援、重度化防止等に向けた市町村の取組支援のた
め、リハビリテーション専門職等の人的支援を関係団体と連
携して取り組んでいるか
・ 都道府県医師会等関係団体と連携し、市町村に対する
地域リハビリテーション支援体制について協議会を設けて
いる
・ 都道府県医師会等関係団体と協議し、リハビリテーション
専門職等の派遣に関するルールを作成し、派遣調整をす
る機関を設置している
・ リハビリテーション専門職等を派遣する医療機関等を確
保している

・ 市町村に対して、派遣に際して必要となる知識に関する
研修会を実施している

・ リハビリテーション専門職等に対して、派遣に際して必要
となる知識に関する研修会を実施している
・ 市町村に対して、リハビリテーション専門職等の派遣に
かかる体制や活用方法について周知している
・ リハビリテーション専門職等を地域ケア会議や通いの場
等に派遣している実績がある
・ その他、リハビリテーション専門職等の職能団体との連
携に関して必要な事業を実施している（モデル事業や市町
村の取組への財政支援等）

・ 自立支援、
重度化防
止等を推
進する観
点から、リ
ハビリテー
ション専門
職等との
連携が重
要。
・ こうした団
体との調
整等に関
し、都道府
県として事
業を行うも
の。

各10点 ・平成30年
度に実施
予定の事
業が対象

・「リハビリテーション専門職等に対して、派
遣に際して必要となる知識に関する研修会
を実施している」については、都道府県医
師会等関係団体が開催する研修会に経費
を助成している場合も含む。
・本評価指標では地域リハビリテーションに
係る実績のみを対象とし、介護報酬上規定
されているリハビリテーション専門職等が
関わる加算等による実績は対象外とする。

・実施する事業内容・計画を
記載
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指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事
項・提出資料（予定）

① 在宅医療・介護連携について、市町村を支援するために必要
な事業を行っているか。

・ 在宅医療・介護資源や診療報酬・介護報酬のデータの提供
をしている

・ 地域の課題分析に向けたデータの活用方法に対する指導・
助言をしている

・ 医師のグループ制や後方病床確保等広域的な在宅医療の
体制整備の取組を支援している

・ 切れ目のない在宅医療・在宅介護の提供体制整備に関す
る事例等の情報を提供をしている

・ 広域的な相談窓口の設置や相談窓口に従事する人材の育
成に取り組んでいる

・ 退院支援ルールの作成等市区町村単独では対応が難しい
広域的な医療介護連携に関して支援を行っている
・入退院に関わる医療介護専門職の人材育成に取り組んでい
る
・ 二次医療圏単位等地域の実情に応じた圏域において、地
域の医師会等の医療関係団体と介護関係者と連絡会等を開
催している
・ 在宅医療をはじめとした広域的な医療資源に関する情報提
供を市町村に対して行っている

・ 在宅医療・介護連携推進のための人材育成を行っている
・ 住民啓発用の媒体を作成し、市町村が実施する普及啓発
の支援を実施している。

・ 在宅医療・介護連携に
ついては、関係団体と
の調整や広域的な調
整について、都道府県
の役割が重要。

・ 都道府県が在宅医
療・介護連携に関し、関
係者の連絡会等、保険
者の支援事業行うもの。

各10点 ・平成30年度に実
施予定の事業が
対象

・「在宅医療・介護資源や診療報
酬・介護報酬のデータ」につい
ては、レセプトや既存の統計資
料、アンケート調査で得られる
ものなど多岐にわたり、市町村
での取組内容等にあわせて多
種多様なものを想定。具体的な
ものについては「在宅医療・介
護連携推進事業の手引き」の
P.9を参照。
・「人材育成」については、特定
の職種は想定しておらず、多職
種のいずれかを想定。なお、
コーディネータも含む。

・実施する事業内容・
計画を記載

(5)在宅医療・介護連携
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指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事
項・提出資料（予定）

① 認知症施策の推進に関し、現状把握、計画の策定、市町村の
取組の把握等を行っているか。

・ 認知症施策に関する取組（※）について、各年度における都
道府県の具体的な計画（事業内容、実施（配置）予定数、受
講予定人数等）を定め、進捗状況について点検・評価してい
る。

※早期診断・早期対応の連携体制等の整備、認知症対応
力向上研修実施・認知症サポート医の養成・活用、若年性認
知症施策の実施、権利擁護の取組の推進等

・ 市町村の認知症施策に関する取組（※）について、都道府
県内の全市町村の取組状況を把握したうえで、市町村の状
況の一覧を作成し、その状況を自治体ＨＰに掲載する等
公表している。
※認知症初期集中支援チームの運営等の推進、認知症地
域支援推進員の活動の推進、権利擁護の取組みの推進等、
地域の見守りネットワークの構築及び認知症サポーターの
養成・活用本人・家族への支援等

・ 認知症施策の推進に
関し、都道府県として現
状把握、計画策定、評
価点検等を行うもの。

各10点 ・計画の策定につ
いては、平成30
年度の評価時点
における状況が
対象。点検評価
については平成
30年度の予定
・全市町村の取組
状況の把握等に
ついては、平成
30年度の評価時
点における状況
が対象。

・かならずしも介護保険事業支
援計画に記載されている場合
のみでなく、他の手段により策
定、公表されている場合も含
む

・計画の内容の概要
を記載

・点検評価の実施時
期を記載

・２つ目の項目につい
ては、市町村の状
況について概要を
記載

(6)認知症総合支援



指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点 報告様式への記載事項・提出資料（予定）

① 介護給付費の適正化に関し、市町村に対
する必要な支援を行っているか。
・ 「医療情報との突合」「縦覧点検」の実施
を支援している（国保連への委託に係る
支援を含む）

・ 国保連の適正化システムの操作研修や
実地における支援を実施している
・ ケアプラン点検に関する研修や実地に
おける支援を実施している
・ 保険者の効果的な取組事例を紹介する
説明会等を実施している
・ その他、都道府県として市町村の実情
に応じた支援を実施している（モデル事業
や市町村の取組への財政支援等）

・ 介護給付の適正化に
ついては、従来から都
道府県の計画策定を
推進しており、都道府
県が重要な役割を
担っているところ。

・ 各種適正化事業に係
り、都道府県が事業を
行うもの。

各10点 ・平成30年度に実
施予定の事業が
対象

・実施する事業内容・計画を記載

(7)介護給付の適正化

(8) 介護人材の確保

指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点 報告様式への記載事項・提出資料（予定）

① 2025年及び第７期計画期間における介護人材の
将来推計を行い、具体的な目標を掲げた上で、必要
な施策を企画立案しているか。
・ 2025年、第７期計画期間における介護人材の推
計を行っている
・ 定量的な目標及び実施時期を定めている

・ 介護人材の
確保について、
都道府県とし
て、将来推計
や目標の設定
等を行うことを
評価するもの

各10点 ・ 第７期計画期間に
おける推計や目標の
設定であるため、平
成29年度に実施した
ものが対象。（平成
30年度に実施したも
のであっても構わな
い）

・推計値、目標及び実施時期の概要を記載

② 介護人材の確保及び質の向上に関し、当該地域に
おける課題を踏まえ、必要な事業を実施している。
・ 人材の新規参入や、復職・再就職支援策を実施
している
・ 都道府県として、介護ロボットやＩＣＴの活用に向
けたモデル事業等の推進策を実施している
・ その他、人材確保・質の向上に向けた取組を実
施している

・ 地域の実情
や将来推計を
踏まえつつ都
道府県が介護
人材の確保や
質の向上に向
けた事業を行
うもの

各10点 ・平成30年度に実施予
定の事業が対象

・実施する事業内容・計画を記載

(9)その他の自立支援・重度化防止等に向けた各種取組への支援事業

指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点 報告様式への記載事項・提出資料（予定）

① （１）～（８）の他、自立支援、重度化防止に向けた
市町村の取組について、管内の市町村の現状を
把握した上で、必要な取組を行っているか。

・ 地域の課題に応じて、都道
府県が様々な事業を構想し
実施するもの

10点 ・平成30年度に
実施予定の事
業が対象

（１）～（８）以外に地
域の課題に応じて
実施している取組
が対象

・実施する事業内容・計画を記載
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指標 趣旨・考え方 配点 時点 留意点
報告様式への記載事項・提出資

料（予定）

① 都道府県における管内市町村の評
価指標の達成状況の平均について、
分野毎にどのような状況か。

・ 管内市町村の評価指標の達成
状況を評価するもの

各10点 ― ・平成30年度は対象外

② （要介護認定等基準時間の変化）

管内市町村における一定期間にお
ける、要介護認定者の要介護認定等
基準時間の変化率の状況はどのよう
になっているか。

ア 時点（１）の場合○％ （全保険
者の上位５割を評価）
イ 時点（２）の場合○％ （全保険
者の上位５割を評価）

・ 要介護状態の維持・改善の状
況として、認定を受けた者につ
いて要介護認定等基準時間の
変化率を測定するもの

10点

※ア又はイの
どちらかに
該当すれば
加点

（１）平成29年３月
→平成30年３月
の変化率
（２）平成29年３月
→平成30年３月
と平成28年３月
→平成29年３月
の変化率の差

・県内でデータが提出されている
市町村全体の平均値の意
・上位５割の都道府県に配点

・要介護認定のみ対象とし、年齢
調整を行う

・厚労省において統計データを使
用

③ （要介護認定の変化）
管内市町村における一定期間にお
ける要介護認定者の要介護認定の変
化率の状況はどのようになっているか。

ア 時点（１）の場合○％ （全保険
者の上位５割を評価）
イ 時点（２）の場合○％ （全保険
者の上位５割を評価）

・ 要介護状態の維持・改善の状
況として、認定を受けた者につ
いて要介護認定の変化率を測
定するもの

10点

※ア又はイの
どちらかに
該当すれば
加点

（１）平成29年３月
→平成30年３月
の変化率
（２）平成29年３月
→平成30年３月
と平成28年３月
→平成29年３月
の変化率の差

※交付申請のス
ケジュールを踏
まえ「４月」は変
動する可能性あ
り

・県内でデータが提出されている
市町村全体の平均値の意
・上位５割の都道府県に配点

・要介護認定のみ対象とし、年齢
調整を行う

・厚労省において統計データを使
用

Ⅲ 管内の市町村における評価指標の達成状況による評価
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